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営農型太陽光発電の普及と課題
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農林水産省「みどりの食料システム戦略について」説明資料より
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農林水産業の年間エネルギー消費
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ガソリン 80万5,098kL （1.6％）

灯油 53万3,116kL （4.0％）

軽油 95万5,388kL （2.9％）

重油 314万7,694kL （26.3％）

LPG 2,182t （0.02％）

都市ガス 1,721t （0.01％）

電気 32億173.3万kWh（0.35％）
※総合エネルギー統計2019より
括弧内の数字は国内合計に占める割合
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日本国内の最終エネルギー消費（2019年度）

石 炭 石炭製品 石油製品 天然ガス 都市ガス 再生可能エネルギー(水力を除く) 未活用エネルギー 電 力 熱

電気

石油製品

単位：TJ
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営農型太陽光発電の成長

2013年から国内で本格的な普及が始まり、昨今は集落単位

でのエネルギー事業や農村/農業の脱炭素化にも貢献

• 土地コストの低さやメンテナンスと農作業の人材共用など

によってキャッシュフローは野立てよりも有利に。

• 水田や畑における農業からの収益に対して、営農型太陽光

発電は2倍以上の収益向上に貢献していく。

• EVの電源としての活用や農業電化の取り組みも拡大。

• 都市近郊農地を活用した電源としてのポテンシャル。
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営農型太陽光
導入エリア

需要エリア

※市街地と農地が近接している立地の例
※特定の立地をイメージしたものではない
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太陽光発電により

EV/PHEVを充電し

日常生活や農業に利用

農村の低炭素化を推進
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ソーラーシェアリングのポテンシャル
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• 概ね1haの水田または畑で年間100万kWh程度の発電電力

量が確保でき、全量を売電する場合だと1,000万円以上の

売上が得られる。（10円/kWh想定）

• 15ha程度への導入で人口1万人程度の住宅用の電力需要に

相当する発電電力量が得られる。

• 農地における農業生産を維持しつつ再生可能エネルギー

発電の生産量を確保することが出来るため、大都市近郊

でもまとまった再生可能エネルギーが得られる。

• 例えば1都3県の農地面積は合計約22万haである。
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都市地域
農村地域

エネルギー

食糧供給
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営農型太陽光
導入エリア

需要エリア

※市街地と農地が近接している立地の例
※特定の立地をイメージしたものではない
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都市近郊農地（ex.千葉市）

12

農村地帯
約6,000ha

電力供給
15億kWh/年

ベイエリア都市圏
人口200万人

電力需要
150億kWh/年

※農地の25％で
ソーラーシェアリング

導入量 1,200MW

設備投資 1,440億円
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農林水産業と再生可能エネルギー
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自然資源が豊富な農山漁村において、再生可能エネルギーの

生産量を拡大し資源の国内的な調達を増やすことが可能。

• エネルギー資源の安定的な調達なくして、農林水産業の持

続可能性を担保することは不可能。

• 気候変動対策や農林漁業者の所得向上といった観点からも、

農山漁村の再生可能エネルギー事業の拡大は急務。

• 農林水産業のエネルギー転換は立ち後れており、その分だ

けイノベーションの余地があると言える。
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普及への課題：先入観の克服
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「営農型太陽光発電は農家がやるもの」という先入観から脱

却し、多様な「ヒト」を受け入れていく。

• 農業者は農業生産に注力し、大規模な発電設備への投資やマネジ

メントは発電事業者や新電力などが参入するという形態をとり得

る。最大の課題は投資費用をどこから捻出していくか。

• スマート農業化によって生産の無人化/自動化が進むようになると、

農業に必要とされる人材の質や幅が大きく変化してくる。

• 再生可能エネルギーの導入をリードしていく、地域コミュニティ

のリーダー人材の育成も必要になる。
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歴史に学ぶ地域のエネルギー事業
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1911年に旧電気事業法が制定された後、我が国では最盛期に

全国で828社の地域電力会社が存在していた。

• 送配電の距離に限度があったため、市町村単位での電気事

業が次々と立ち上げられていった。

• その背景には「電気があれば豊かになれる」という確信が

あり、山村部でも地元資本で数億円単位の投資が行われた。

• 再生可能エネルギーで将来世代が今よりも豊かになる社会

を作っていくという視点こそが最も重要である。
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まとめ
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• 全国各地で普遍的に導入可能な再生可能エネルギーは太陽

光発電であり、特に農業と共存するソーラーシェアリング

は有望なエネルギー源となる。

• 農地は都市近郊にも広がっており、県庁所在地規模の自治

体でも農地を活用すれば域内需要を十分に賄える。

• 農業に投入されるエネルギーの大半が化石燃料であり、脱

炭素に向けて農地・農村で生産できる再生可能エネルギー

の活用を進めていくことが重要になる。


